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１．はじめに

　近年，いろいろな角度から企業の評価・序列化の議論が広がりつつある。た

とえば，人気企業，将来性のある企業，ブラック企業，ホワイト企業など，そ

の内容は多種多様である。そして企業経営の成功を計る指標も，株式時価総額，

売上高，成長率，ROE，社会的貢献など多彩である。しかし評価者の意図によっ

て企業の評価・序列が大きく異なることもある。

　また歴史的な観点から，マスコミを中心に企業30年説が広く喧伝された時期

もあったが，事実をみれば，そうとも限らないようである。実際には，100年

以上にわたって存続している企業がある一方，創業後数年で市場から撤退する

企業も後を絶たない。こうした中で，長期にわたって存続する「老舗企業」の

成功の秘訣が関心の的である。

　世界に目を転じると，特にヨーロッパでは創業家を中心としたファミリー型

経営の老舗企業の存在が目を引き，老舗の存在がわが国特有の現象でないこと

が分かる。このような長期に存続できる，また存続してきた企業経営の舵取り

をする経営者は，創業型かどうかは問わずに，どのような役割を期待されてい

るのだろうか。
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　以上のような企業経営に対する見方が変化する中で，企業行動の舵取りと共

にその成果に対して全面的に責を負う経営者のあり方について，近年改めて問

題とされている。そして実際に，カリスマ的リーダーの存在，戦略的リーダー

のあり方，不祥事に対する対応の仕方など経営者に関わる議論は多様であり，

経営責任論，経営パワー論，経営者交代論，後継者論などその内容は多義にわ

たっている。

　もっとも経営者については，伝統的に実践的な関心と共にアカデミックな研

究テーマとして繰り返し取り上げられてきた経緯がある。そして，その中でも

代表的なのが C. バーナード（Barnard, 1938）の『経営者の役割』であるとい

うのは，言を俟たないであろう。バーナードは経営者の役割について，組織目

的の定式化を軸に，組織の存続のカギを握る存在として機能的に説明してい

る。しかし彼が想定した経営者は，自らの経験を踏まえ有能であることが前提

とされている。それゆえ，経営者の倫理について触れても，その能力構築につ

いてはほとんど触れていない。論理的に完璧を期すバーナードの議論におい

て，この点は彼が積み残した課題であるといえるようだ。

　本稿では，この経営者論の主要な課題に応えるべく，経営者の行為に関わる

問題の解明を中心に，経営者の意図的行為に影響を与える組織能力をめぐる問

題について検討を進めたい。

２．意図的行為とその影響

２．１　意図的行為の実相

　経営者の意図的行為は，それが生み出すいろいろな意味を，直接的ないし間

接的に企業組織に及ぼしている。たとえば，企業の不祥事に対する説明や IR

活動における投資家との直接的対話は，企業経営に対する経営者の認識内容を

意図的に知らしめるものでるが，その意図が正確に伝えられるかは，経営者の

コミュニケーション能力に依存する面がある。とりわけ外国人投資家にとって
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我が国の経営者のコミュニケーションを通じた意図的行為は，結果的に不信を

募る側面が見られる。それは，ROE に対する取り組みの説得力の弱さなど，

欧米の常識を解さない行為において顕著である。

　行為とコミュニケーションの関係性については，佐藤（2008）がN. ルーマ

ンを素材に詳細な検討を加えている。そして，両者の関係性は，行為とコミュ

ニケーションをともに成立させる基準としての「意味」に依存することが明ら

かにされている。したがって，その見方からすると，経営者が何らかの行為を

意図的にするとしても，意味が不明ならば，その真意が必ずしも正確に伝わる

とは限らない。佐藤によれば，行為の意味は行為者の意図で決まるのではない。

行為は他の行為との関係とともに成立すると考えられるため，ある行為は既存

の決定事項として組み合わされたものではなく，他の行為といかに組み合わさ

れるかで，行為も変わり得るのである。日本の多くの経営者が，日本的経営の

洗礼を受けているとはいえ，余りにも欧米のビジネス常識（MBA言語ともい

われる）に疎いことが，その行為のもたらす意味づけに対する認識の弱さを露

呈するのである。

　以上のような捉え方は，行為とコミュニケーションの関係づけが問題である

ことを強調するものであり，一つの行為で目的が達成されることがあり得ない

ことを明らかにしている。したがって，この見方を援用することにより，経営

者の意図が従業員や投資家に正確に伝わらないことの原因が分かり，経営者の

有効な意図的行為の本質が何かを見いだせるかもしれないのである。

　佐藤（2008）による行為システム論は，基本的に，要素－全体のあり方を原

子論的に捉えるものであり，行為という要素が実在し，その組み合わせで行為

システム全体ができているというものである。それゆえ換言すれば，経営者の

一連の意図的行為は，行為システムとしての広がりを持つものであり，企業行

動の全容を示すといえる。そして，経営者の意図的行為がコミュニケーション

システムを構成するものか，それとも行為システムを構成するものかは，行為
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という企業経営の重要な要素が企業経営全般とどのような関係にあるか，その

あり方で決まるのである。

　企業組織は，事業規模が拡大するにつれ分権化のロジックから階層的な組織

形態をとらざるを得ない。そして，それを維持するために，手続きによる業務

の制定・規則化とともに，手続き自体を操作可能なものにする必要がある。し

たがって，手続きを通じての経営者の意図的行為を「この組織の行為」として

同定すること自体，反射的に手続きを操作可能なものにする道筋を与えるので

ある。

　企業においては過去から未来へという歴史のもたらすコンテクストの中で

様々な行為が接続され続ける。経営者の交代もしかりである。この推移に対し

て，一般に指摘される過去と現在の相互作用システムの発想は構造上，既存の

資源をベースにしなければ存在しないものである。なぜなら，相互作用システ

ムには現在という時間局面を前提しなければ成り立たないからである。

　以上の議論から，経営者の意図的行為が何を意味するかは，ある行為がそれ

に続く行為に依存し，規定されるものだということが明らかである。そして，

経営者のその後の行為が何であるかもさらに後の行為に依存するように，こう

した意図的行為の依存性は無限な広がりを持っている。それゆえ，経営者の意

図的行為は事後的に同定化されるという特性をもつのである。つまり，前経営

者の意図的行為が後任経営者の行為を決め，後の行為が以前の経営者の行為を

企業内で同定化するのである。たとえば，経営者の「話す」という意図的行為

は，それに伴う「話した」内容として，次の行為につながり，これが部下を始

め関係者間の行為に影響を及ぼすのである。つまり，経営者のある行為が，後

に関係者間で共有した意味を持つことになり，これが経営者の意図的行為の同

定化につながるのである。

　一連の経営行為について議論することは，なぜ経営者が一定期間在任するか

を説明するのに有用であり避けて通れない。それは，一度きりの意図的行為で
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は意味が形成されないためである。上述のような，現在の経営行為が事前の行

為に依存するとともに事後の行為に依存するという相互依存の観点は，別の次

元でも見られる。それは，戦略が組織構造を決定するという捉え方と，構造が

戦略を決定するという捉え方をめぐる，いわゆるチャドラー対アンソフの対立

図式である。ただし，行為をめぐる議論との大きな相違点は，行為が時間軸を

含んだダイナミックな見方であるのに対して，戦略と組織構造の関係は時間を

超越した静態的な見方であるという点である。

　社会・組織レベルの行為を構成する行為者に着目するのは，アクター・ネッ

トワーク論（Actor Network Theory: ANT）である（足立，2001）。ANTに

よれば，行為者ばかりでなく機械システムなどの行為体も主体として同列に扱

われ，行為主体の相関性，相互依存性といった観点がANTの主要な特質とさ

れている。この考えから組織ルーティンに関していえば，行為主体間で結びつ

きが強くなればなるほど，その中でルーティンが定着するとともに，作業の改

善を通じてルーティンそれ自体も変化する，と理解される（Pentland and 

Feldman, 2005）。さらにA. ギデンズ（Gidens, 1976）の構造化論では，構造が

行為を規定するとともに行為が構造を規定するという見方から，組織ルーティ

ン自体がルーティンを見直し，変化の起因となると理解されるのである。

　企業経営における組織行為の結集でもある組織ルーティンの変化に関してい

えば，事前のルーティンに依存するとともに事後のルーティンにも依存すると

いう新たな見方が示唆される。つまり，企業経営におけるルーティン業務の安

定と変化という現象について，従来とは異なる角度からの説明の可能性が増

し，より深化した考えができるようになったのである。だが，組織ルーティン

が変化しない場合，あるいは大きな変化をする場合の説明は，それらではまだ

不十分である。組織ルーティンの大きな変化は，ANTや構造化論とは異なる

見方，すなわち，経営者の考え方，哲学を反映する経営者の意図的行為論とい

う見方から解明が進むように思われるのである。
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２．２　意図的行為の影響

　M. ウェーバー（Weber, 1947）によれば，社会の有する物的な影響力には，

効率性を高め知識の共有を図る経済的・技術的側面がある。いわゆる形式的合

理性の側面である。組織現象でいえば，分業体制の促進であり，階層的組織の

普及である。一方，社会の価値観を反映する理性的側面は，歴史を引きずるも

の，歴史に裏付けられたものであり，実質的合理性にかかわるものである。今

日的観点から見れば，組織文化の側面といえるかもしれない。組織文化は，当

該組織の歴史の蓄積を踏まえ，組織メンバーの理念や価値観を反映するものだ

からである。それゆえ，組織は物的な側面と理性的な側面の影響を受けながら，

環境変化に対してさまざまな存続行動を行っていると理解されるのである。

　近年の企業行動に関していえば，経済的な成果と社会的成果を探求する側面

である。両者は，論理的にいってトレードオフの関係にあるものだが，企業に

とって同時に実現すべき目標だと多くの人によって主張されている。中でも，

M. ポーター（Porter, 2011）が経済的価値と社会的価値という観点から，その

同時実現を可能とする CSV（Creating Shared Value）という概念を提案して

以来，企業経営のあるべき姿として広く認識されるに至っている。しかし，用

語はともかくとしてポーターの議論は，本質的に企業の形式的合理性と実質的

合理性の複合性を主張したものであり，内容的に新しいとはいいきれない。

　また，企業組織の行動を変化させる組織変革の現象について見れば，それが

どのようなメカニズムで，あるいはどのようなプロセスで生起するかについて

多くの研究者が取り組んできたが，それらは基本的に，組織の物的側面（形式

合理性）と理性的側面（実質的合理性）の影響を承知するも，物的側面に偏っ

たものが多かったといえる。その理由として考えられるのは，物的な側面は科

学的分析に耐えられるが，理性的側面は科学的分析になじまないからである。

この点に関して，H. サイモン（Simon, 1947）が意思決定の前提として事実前

提と価値前提を識別したが，価値前提は科学的分析になじまないとして取り残
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したのもその一例である。そうした推移の中で，価値前提の見直しを図るK.ワ

イク（Weick, 1995）による意味形成を軸とした研究アプローチが今日注目さ

れているのは，置き去りにされた理性的側面を復活させるものであり，当然な

のかもしれない。

　経営者は，以上のような組織の物的側面と理性的側面を踏まえ，経済性と社

会性のロジックに逆らうことはできない。そして，それを承知の上で，経営者

としての行為を通じてその意図を組織内外の関係者に伝えようとコミュニケー

ションを図るが，その真意を伝えることは難しいのである。経営者の意図的行

為によって直接的ないし間接的に影響を受けるのは，その真意を測りかねる場

合があるとはいえ，関係者に他ならない。たとえば，経営者が外向きの行為を

続ければ続けるほど，組織内メンバーにとってそれは，コントロール強化が避

けられる一方，社内での重要性を欠く存在と認識されているのかと疑心暗鬼し

て，モチベーションに影響を受けるかもしれない。

　特に，経営者の意図的行為による組織変革の現象を捉えようとすると，そも

そも組織とは何かといった，組織観が問われなければならない。なぜなら，組

織現象は多様な側面を有しており，組織観が異なる論者間では問題意識が一致

せず，議論がかち合わないからである。

　経営者にとって組織観の違いは，組織に対する考え方，すなわち存在論，認

識論の違いを反映するものであり，そのベースとなるのがビジネス経験を通じ

て醸成された経営哲学である。したがって，経営者の意図的行為が企業行動の

方向を決定づけるとともに，その成果を生み出すとはいえ，その前提となるの

は経営哲学であることを認識する必要がある。そして企業経営にとって理想的

なのは，企業の存続であり，企業経営の哲学を軸に環境の要請する成果を持続

的に生み出すことである。環境の不確実性下では意図せざる結果が起こること

もあるが，今日の企業経営の課題は，経済的成果と社会的成果の同時実現であ

り，ポーターによれば，経済的価値と社会的価値の創出である（図１）。
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３．経営行為を反映する組織能力

３．１　資源ベースの経営行為

　企業経営において一般に求められるのは，企業の成長・発展であり，具体的

には業績向上の追求，業績悪化の回避である。そのため，業績の向上や悪化に

ついての影響要因について様々な議論がなされてきたが，いまだ業績変化のメ

カニズムを十分に解明するまでには至っていない。また，企業業績に影響を与

える決定的な要因が戦略にあるのか，マネジメント体制にあるのか，あるいは

経営資源にあるのかなど，その要因探求の可能性は多様であるが，特定化，操

作化が十分になされていないのが実態である。組織論の世界では，依然として

環境状況や事業内容の違いによって異なるというコンティンジェンシー的な見

方が否定されずに，暫定的なパラダイムのままである。

　経営資源は，企業経営において目的を達成するために必要なものであり，同

じような経営資源であっても，企業ごとにその組み合わせと運用の仕方は様々

である。それゆえ企業の業績は，資源内容やその組み合わせ・運用の仕方次第

で影響されるといえる。しかも，企業が経営資源のあり方やその最適の組み合

わせ・運用方法を実際に特定できるかどうかは，組織の活用できる能力次第で

ある。

図１　意図的行為の影響
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　歴史的に見て，組織能力が明確に認識・問題とされ始めたのはそれほど古い

ことではない。そして，特にその後の発展に大きな影響を及ぼしたのが80年代

初期のコア・コンピタンス論（Prahalad and Hamel, 1990）である。すなわち，

持続的に競争優位を確保する企業は他社が模倣できない独自の能力を有してい

る，という事例からこの考え方が実務家の間に広く喧伝されることになったの

である。しかしこの概念によって紹介された多くの優良企業が，その後次第に

苦境に陥るのを見るにつけ，コア・コンピタンスという考え方が普遍的でない

ことが次第に判明したのも事実である。

　コア・コンピタンスが通用しなくなることについて理論的な裏付けを与えた

のがコア・リジディティ論（Leonard-Barton, 1992）である。これは，ある時

点で有効な中核能力が，環境変化によって有効でなくなることを明らかにした

ものである。確かに，競争に直面するものづくりの側面で，ある時点で効果を

得るコンピタンスでも，技術革新によって陳腐化してしまう恐れがある。

　またイノベーターのジレンマ論（Christensen, 1997）も実は，コア・リジディ

ティ論と論理的に同じ主張に過ぎない。持続的にイノベーションを進化させて

も，破壊的イノベーションが起これば，従来のビジネスモデルはもはや通用し

なくなるのである。

　以上の論考から，企業組織の能力は，基本的に経営資源としてのヒト，モノ，

カネ，情報を構成要素とするものだが，一時的に有効な組み合わせであっても

時間とともに陳腐化することがあるといえる。しかし能力は，より重要性を増

す可能性もあり，そのコンテクスト（文脈）によって規定されるなど，多面的

な特徴をもっている。そのため，優れた能力をもてば企業経営はうまくいくと

いう考えは，いかなる状況でも必ず通用するとは限らない。

　一般的に企業業績を上げるには，優れた戦略ととともにそれを実現する組織

体制を構築することが必要とされる。そして，組織の新体制が有する力を発揮

できるかどうかが業績向上のカギとなる。保有する力の発揮や実行力を表す能
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力は，組織能力の一部を捉える概念であり，企業経営においては，特定のタス

ク遂行能力，機能を果たす能力，あるいは活動を行う能力を総称するものであ

る。経営者は，戦略構想力，戦略策定力，その実行力など企業のもつ能力を発

揮する方向づけ，舵取り役であるが，企業組織の能力が具体的に何かは，経営

者の力量とともに当該企業の歴史的・経済的コンテクストに依存する。たとえ

ば，景気後退の状況では，ムダの削減が求められるのに対して，景気上昇の状

況では，ムダも将来の可能性としてポジティブに捉えられる。そのため，経営

に必要な能力を明らかにするには，コンテクストが変化することを前提に考え

なければならない。

　経営者として自社の能力をどのように把握するのか，それをどのように生か

すのか，あるいはどのように強化するかは，経営者自身の現状認識と裁量次第

であり，しかも経営者の経営に対する考え方や行動の仕方，すなわち経営者の

意図に依存する。また経営者は，常日ごろから，自社の将来像をロマンやビジョ

ンとして掲げることを要求されるが，それをどのような発想，基準から作り上

げるかによって，その内容が異なるのは当然といえる。したがって，経営者は

経営資源の組み合わせを決断するにあたり，いろいろある判断基準の中からど

れを選ぶか，すなわちメタレベルでの基準判断が問われるのであり，この点に

こそ経営者の意図行為，経営哲学のあり方⑴を明らかにするようなアプローチ

の可能性があるといえるようだ。

３．２　組織能力の内容

　既に見たように，企業組織の能力は，経営資源の種類が複数なうえ組み合わ

せ方も無数であることから，多様な側面がある。しかし，こうした能力を企業

が豊富に有しているとしても，好業績を常に達成できるとは限らない。場合に

よっては，計画した数値にはほど遠くマイナス結果になることもある。つまり，

企業において組織能力は，豊富にあればあるほど競争上有利になると見なされ
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ることが多いが，環境状況が変化することによってそれが通用しなくなること

もあるといえる。これは，既に指摘したコア・リジディティ論が主張するよう

に，ある状況に適合すればするほど，その能力は他に転用が出来なくなる事が

起きるからである。しかしビジネスの世界において，こうした組織能力の陳腐

化現象についてはあまり注目されず，むしろ意図的に避ける傾向が見られる。

そのため実際に，能力の陳腐化や劣化を認識することが出来ずに，競争劣位に

陥り，ライバルに負けてしまった例に事欠かないのである。

　時代の寵児となった企業が永続できないのは，まさにこの現象に陥るからで

ある。たとえば，1970から80年代に一世を風靡したダイエーである。ダイエー

は，わが国における戦後の流通革命の担い手として急成長し，一時はわが国流

通業界のトップに立った企業だが，それもつかの間，時代の変化を感知するこ

とが出来ずに2004年に破綻に至ってしまった。その原因を今ではいろいろと指

摘することができるが，組織能力の観点からいえば，従来は時代を読み取るこ

とができた経営者の先見力が通用しなくなり，環境変化に対応できなくなった

からである。

　企業にとって求められるのは，C. バーナード（1938）が指摘した目標達成

に関わる有効性（effectiveness）と組織メンバーの満足度に関わる能率（effi-

ciency）を同時に実現できる能力に他ならない。そして，このような能力が何

であるかを特定するには，それに影響を及ぼすコンテクストを明らかにすると

ともに，能力を測定・評価する方策が必要である。

　基本的に，組織において何かを評価する際に，まずその内容を測定する尺度

が必要である（Thompson, 1967）。企業にとって競争優位と成長は主たる経営

目標だが，それが具体的に競争力，成長力として特定される場合，それは企業

の能力の一端を表すことになる。能力を競争の観点から見れば競争力である

し，成長の観点から見れば成長力なのである。実際は，企業が他社より能力を

より多く持っているとしても，競争優位を確保し，成長をはたすとは限らない。
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成長力があったとしても，競争力としての組織能力が少なければ競争優位を確

保できないため，成長できないのである。

　組織能力は，競争や成長といった観点以外からでもいろいろと特定化でき

る。たとえば，環境を感知する力，既存行動を修正するコントロール力，資源

の組み合わせを再構築する力などである。企業経営にとって，直面する環境を

いかに感知するのか，目標達成に障害が起きたとき行動を修正してそれをいか

に克服するのか，陳腐化する資源の組み合わせをいかに組み替えることができ

るかなど，こうしたことが出来る企業と出来ない企業では大きな差がついてし

まうのでる。

　企業組織の能力は，競争優位の確保や成長の実現を説明できる有効な概念た

り得るのである。ただしその場合，上述のように，能力が競争優位の確保や成

長の実現の足かせになる場合があることは認識しておく必要があろう。特定化

された能力は，環境状況に適応すればするほど不適応になるというパラドック

ス現象が避けられないのである。あるコンテクストで有効な能力でも，コンテ

クストが変化すれば，それに応じて変化が求められるにもかかわらず，特定の

コンテクストに適応度を高めると，より変化が出来なくなるのである。

　こうした特定の能力が通用しなくなるのを克服するための発想として主張さ

れたのがダイナミック・ケイパビリティ⑵（DC）であり，「急激に変化する環

境に対処するために，組織の利用できる内外の資源を統合，構築，再構成する

能力」（Teece et al., 1997, p. 516）と定義づけされている。そして，グローバ

ル化した市場における勝者は，タイミングを逃さない柔軟な製品イノベーショ

ンができる企業であり，ダイナミックな組織能力を効果的に調整し配分できる

経営者が必要なのである。

　組織能力は既存の組織ルーティン，組織構造，プロセスに埋め込まれており，

特に，組織ルーティンにおいて組織文化や経営者の意図が反映されるため，組

織能力とルーティンの関係性が着目されたのも当然かもしれない。経営者に
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とって組織能力を開発し，磨くことが常に求められる課題であり，環境変化に

対して必要となるDCベースとなるように資源状況を変えて再構成する必要性

が主張されたのである。

　DCの発想は，資源ベースの組織観（Penrose, 1995）を淵源にもたらされた

ものであり，環境変化に絶えず適応でき能力として２つの機能を果たしてい

る。つまり資源の（1）探索と選択の機能，（2）展開の機能，である。このうち，

資源をどのように組み合わせるのかという展開の側面ばかりに目が行きがちだ

が，資源の探索と選択という側面はきわめて重要といえる。なぜなら，資源そ

のものが組織能力の原因となるからである。どのような能力にせよ，経営の実

践においては組織能力をどのように生かすかが問われるのである。

　DCを主張し広めたTeece（2009）は，DCの捉え方を次のように精緻化した。

すなわち，資源のもたらす機会と脅威が明らかになれば，経営者としてそれら

に対処することが必要になり，DCはそのために再構築できる独自のスキル，

プロセス，組織構造，決定ルールであると広義に捉え，旧来の見直しが図られ

たのでる。

　この新たな DC 観には，新製品開発，他組織との提携，ジョイントベン

チャー，調整，及び組織学習などを促進するようなより一般的な経営者の意図

的行為を含んでいる。これと比べてみると，コア・コンピタンスや業務能力の

捉え方は，事業レベルのプロセスが対象であり，それらは事業の活動システム

を問題視するものにすぎないといえる。したがって，低コスト運営で有名なサ

ウスウエスト航空の競争優位性の説明は，資源（機材，ルート，従業員など）

から創出されたのではなく，短い駐機時間，従業員の高い生産性，低い運営コ

ストの実現といった事業活動の諸要素の巧妙な組み合わせから出てきたもので

あり，旧来の能力観で説明できるものといえる。それゆえ，DCは従来の組織

能力観を必ずしも否定するものでないことが明らかである。むしろ，経営者の

意図的行為が反映することがその特色といえるものである。
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３．３　経営行為とダイナミック・ケイパビリティ

　旧来の能力観は，一時的に競争優位をもたらすとはいえ，DCではない。な

ぜなら，そうした見方では新しい危機に直面したときに組織は変わることがで

きないからである。これに対して，過去とは異なる環境変化を意識し，成熟し

た技術市場や新興市場で存続するために，IBMで考案・実践されてきた反復

的なプロセスや，組織構造，組織ルーティンなどについて持続的な見直しが可

能な組織システムの力量（Gerstner, 2001）がDCといえるのである。

　企業組織が環境適応して存続するには，経営者による意図的行為を通じて資

源の活用と開発（March, 1981）を持続させる組織学習が必要とされる。だが，

それだけでは環境変化への対応について説明力に欠ける。そこで，環境変化が

もたらす要請を充足する組織の適応力が求められるようになり，主張されたの

がDCであるといえる。Gupta 他（2006）によれば，ある事業領域における経

営資源の活用あるいは開発は，他の事業領域よりもさらに高度な活用あるいは

開発を模索することがある。その際もちろん，製造のアウトソーシング利用や

EMS企業の活用によって，効率的な生産に必要なルーティン活動が企業の外

で可能ならば，活用と開発問題の折り合いをはっきりとつけることができるの

である。

　活用と開発が同時に必要なことは，適応システムという発想においても受け

入れられている。しかもそれは，効率性と創造性，経済性と社会性の関係同様，

相反するロジックを同時に実現できる形態として主張される両刀使いの組織

（O’Reilly and Tushman, 2004, 2008）に具体化されている。活用と開発活動は

それぞれ分権的だが，部分的にあるいは脆弱な統合サブユニットでもって補完

できる側面を有している。それゆえ，それぞれの必要性を感知する活動を促進

させるために，経営者に集約される情報をベースにきちんと分権化を図る必要

がある。とはいえ，強固な計画化が進められる場合，計画は組織にとって予測

力の高めるという点で感知力の一部を構成するが，それだけではまだ感知力が
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高まらない。感知力を高めるには，計画の組織全体における位置づけを明確に

した上で，それぞれの活動力を高めていくことが求められるのである。

　組織にとって適切な体制が強固になり，しかも企業が独自の体制を構築して

他社が模倣困難になる隔離メカニズム（Rumelt, 1984）が強固なものになると，

しばらくは業績を維持できる。そのため，DCが有効に機能するには，技術的

機会（形式的合理性）と顧客のニーズ（実質的合理性）を満たすような継続的

なイノベーションが実現できる組織システム，そしてビジネスとして社会性を

引き出す価値創造の側面を必要とする。

　DCの枠組みを通じてはじめて，経営者は財務的資源の有効活用について市

場のニーズと環境の要請を感知し，測定し，再構成するメカニズムを利用する

ことができる。しかし理論的にみれば，企業は絶えず組織の再構築をするわけ

ではなく，その必要性は，企業にとって悪い事態を経営者が認識するかどうか

に依存する。もっとも，企業内で環境に優しいエコシステムが安定して機能し

ていれば，結果的に，組織を変化させる必要性が減じるかもしれない。

　一般的に，企業が目標水準をコントロールできて，環境の安定化に関与でき

るなら，継続的にかつコストのかかるラディカルな変革案に関わることはな

い。環境が安定している場合，適切なビジネスモデルの選択，正しい戦略投資

決定，持続的な漸進的イノベーションが行えれば，企業は何十年にもわたって

競争優位を確保できるはずである。

　持続的競争優位の確保を志向する資源ベースのアプローチは，資源の安定性

を軸とするが，DCの発想と全く無関係とはいえない。Zollo and Winter（2002）

によれば，DCは，直接レントを生み出す資源や能力を操作することに着目し

ているため，資源ベースの見方を若干拡大しただけのものとはいえない。どの

ような企業経営においてもDCを構成する要素があって，それらが組織能力の

変化を左右するのである。

　DCは，別の観点からいえば，業務能力を超えたメタ能力を意味する。それは，
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組織において利益を生むものでなく，革新を実現するものである。概して資源

能力は，技術に適合する業務能力といえるが，DCは，事業機会を感知し，測

定し，脅威を制御するような経営者の能力を反映する高度で複雑な活動に関連

する。そして，変化する顧客ニーズを満たすように資源を特殊化しつつ，環境

適応活動を維持・増幅させるものであり，また，投資家にとって長期の経済的

価値をもたらすものである。

　企業経営の存続に影響するDCの維持には，経営者によるそのマネジメント

が必要である。元来DCは，環境変化を想定した概念であり，経営者による環

境の現状認識は企業にとってきわめて重大といえる。そして，その認識を踏ま

えて，企業経営における目標達成に向けてマネジメント機能を発揮することが

経営者にとっての一義的な使命なのである。経営者の意図的行為は，組織の分

析とその最適行動に直接関与するものでなく，組織の感知力と測定力，つまり

将来の経済的価値と社会的価値を高める機会を明らかにし，それを取り込むこ

とが期待されるのである。

４．組織能力を規定する経営者の意図的行為

　経営者はそれぞれ能力を持っているが，ビジネスの経験を通じて独自の経営

能力を創出する。しかしながら，組織能力は個人レベルの話でなく企業の経営

活動を促す体系的能力を意味するため，経営者の経営能力との間で齟齬が生じ

る。たとえば，経営者が直面する状況を的確に捉えることが出来ずに企業の組

織能力を十分に発揮できない場合，あるいは，状況を的確に把握できてもそれ

に対応できる組織能力が不足する場合にその能力差が見られる。すなわち，経

営者の能力認識と企業の持つ能力発揮との間でズレが生じるのである。

　組織能力が企業経営に大きく関わることは明白である。組織能力が欠いてれ

ば，企業経営に支障をきたすと見込まれるからである。しかも，組織能力が顕

在するのは経営者の意図的行為を通じてであり，行為すれば必ず組織能力の発
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揮という影響結果が伴うのである。だが，組織が優れた能力を有しているとは

いえ，それがいかなる状況でも通用するわけでない。実際は，企業が直面する

問題状況によって，将来の可能性を切り開く選択肢が異なるため，特定の能力

を発揮するだけで変化する環境に適合するような決断を常にするのは無理だか

らである。

　企業の保有する能力は，経営資源の変容を反映して長期にわたりその内容が

変化するが，それを規定，方向づけられるのは経営者の意図的行為とそのベー

スとなる経営哲学である。これは，経営者の経営に対する根本的な見方，考え

方であり，企業の方向性を唯一決定づける暗黙の基準となるものである。しか

し経営哲学は，時間経過の中で変化を余儀なくされることもある。なぜなら，

決断状況のコンテクストはたえず変化するため，判断の前提となるコンテクス

トが新しくなる場合，従来と同じ考え方では理解不能になるからである。

　20世紀初期にH. フォードがモデルTの大成功をもたらしたビジネスモデル

は，顧客の求める低価格車を提供するという考えの下で成り立つものであっ

た。だが，生活が豊になり顧客のニーズが価格よりデザインや性能に変化した

ため，既存のモデルTではそれに適応することがもはや不可能になった。つ

まり，フォードの大衆に低価格車を提供するという経営哲学がフォード社のも

つ組織能力をモデルTに特化した結果，自動社業界で圧倒的な販売力を有し

ていた同社だが，顧客の好む，時代に合った車作りに精を出した GMに一気

に出し抜かれたのである。

　このように，経営者の意図的行為に影響する経営哲学が組織能力の発揮を規

定するという点は，経営における能力のあり方を検討する際に有意義である。

松下幸之助（1978）による「水道の水の如く，物資を無尽蔵たらしめ，無代に

等しい価格で提供する」という「水道哲学」や，京セラの稲盛和夫（2004）に

よる「心を高める経営哲学」は，可能な範囲で事業内容を特定するものであり，

経営者の考え方が企業の組織能力のあり方・使い方を規定し，企業行動の方向
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を決定づけることの例証である。

　経営哲学は，基本的に経営者が事業経営に関してその本質をどのように考え

るかに関するものであり，経営についての基本的な考え方である。したがって，

業種が異なれば，経営についての考え方，すなわち経営哲学が違うのは当然で

ある。小売業における「顧客の立場」，メーカーの「品質重視」，「プロセス重視」

など多様であるが，それぞれが企業の能力を規定する点はいかなる企業でも共

通している。

　歴史的に見れば，F. テイラーによる「科学的管理」，H. フォードによる

「フォード・システム」は，それぞれ創業者の経営哲学が実現されたものとい

えよう。ただしそれが通用するのは，時代のコンテクストに適する限りという

条件が伴う。あれほど時代の最先端を行き，自動車の時代を切り開いたフォー

ド社でさえ，顧客の変化に対応することができずに，GMに業界１位の座を引

き渡さなければならなくなったのである。

　わが国でも，経営哲学が時代のコンテクストに適して一時的に大成功した企

業例に事欠かないが，経営哲学を反映する経営者の意図的行為が組織能力を特

定の事業内容に絞り込み，成長してきた企業も数多くある。その一例は，流通

業界におけるセブン・アイグループである。周知のように，1970年当初は業界

内で中堅の企業にすぎなかったイトー・ヨーカ堂が，現在は，百貨店，コンビ

ニ，スーパー，銀行などを包括するわが国を代表する企業グループに成長・発

展している。その歴史を溯ると，事実ベースの「仮説検証」を軸に，「顧客の

立場」で企業経営を行うという鈴木敏文（2008）の経営哲学が徹底して実践さ

れていることが伺える。世間的には絶対に失敗すると言われたセブン銀行の創

業と成功など，いずれも，常識的にいえば不可能とされたことも，「顧客の立場」

からすれば，理にかなったビジネスだったのである。鈴木敏文にとって，ビジ

ネスとは，あくまでも「顧客の立場」から行うものであり，顧客のニーズは変

化するため，挑戦は限りなく続くものとして捉えられるのである。
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　しかし，このように顧客の変化に応じて経営の本質を見ることも確かに理に

かなっているが，有能な経営者がすべて同じであるわけではない。「顧客の立

場」より「従業員の立場」を重視して経営をうまくやっている事例もある。低

コストキャリアの先駆者であるサウスウェスト航空がその代表例である（Frei-

berg, 1996）。顧客の立場からいえば，事前の座席確保や機内のドリンクサー

ビスなどを要求するのは当然といえるが，これらは，従業員や企業にとって可

能ならば不要なものである。それより重要なのは，従業員が快適に必要最小限

の業務が行える環境作りを重視することで，一時的に顧客に無理強いしても，

結果的に顧客のニーズ（安く，確実に，移動する）を充足できるという発想で

ある。以上のように，ビジネスとしての成功は結果であり，顧客重視と従業員

重視とどちらがいいかという問題ではないことが明らかである。つまり，有能

な経営者にとって一義的な経営哲学が求められるのではないのである。

５．結び

　組織能力について，その概念が開発されて以来，学問的な観点からいろいろ

と研究されてきた。そして，実務においても，力量をあらわすコンピタンス，

価値創造を実現するためのケイパビリティ，あるいはケイパビリティの創出な

ど，組織能力に関する認識が広まっている。そうした中で組織能力は，機能的

分類ばかりでなく，組織プロセスとか組織ルーティンの観点からも分析が進め

られた。能力としての組織プロセスは，組織能力を構成する諸要素をどのよう

に展開させることができるかという，能力展開の視点から捉えようとするもの

である。これに対して，能力としての組織ルーティンは，そうした能力展開の

結果として業務に集約されたものである。したがって組織プロセスとルーティ

ンの関係は，能力が発揮される途中経過としての側面とその結果としての側面

との関係だといえる。そのため，一方だけの捉え方では組織能力全体を捉える

ことにはならない。
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　また近年，組織のダイナミック・ケイパビリティ（DC）が注目されるが，

それは，組織存続の決定的な要因の解明が期待される中で開発された概念であ

り，創出された当初，「急激な環境変化に対処する能力」を意味するものだっ

た。しかしその後，DCは資源を活用する組織プロセスとしても見なされるよ

うになり，組織の有効性を図るために，組織ルーティンの生成・修正を体系的

に実現するものというように，広義に理解されるようになった。そして問題と

されるのは，DCを構築する起因が何で，それが経営者の能力・行為とどのよ

うな関連があるかである。しかも，DCがパフォーマンスを規定するのか，あ

るいは優れたパフォーマンがDCを規定するのか，といったDCとパフォーマ

ンスの関係について見られるトートロジー（同義反復）を避けるために，DC

をきちんと定義づけるとともに，その操作化を図ることが今後の理論的発展に

は殊更必要である。

　DCを含め，組織能力が企業経営にとって重要であることは明らかであり，

それをどのように実践的に適用するかは経営者の力量次第である。経営者は，

自らの経験を生かした経営哲学をベースに，その意図的行為を展開するが，そ

の結果が思い通りに行かないことが多い。それは，行為自体がそれに続く行為

によって同定化されるため，意図通りに事を進められないからである。そうし

た中で求められる行為結果は経済的価値と社会的価値の創造である。

　経営者の意図的行為が有効であるためには，自社の組織能力を的確に把握

し，活用することが求められる。しかし，それが組織のロジック（効率性，創

造性，経済性，社会性など）を逸脱するように恣意的になされることは避けな

ければならない。そのために，経営者自身，経営の本質を捉える哲学的発想を

生かして，組織能力を規定する時代に合った意図的行為が求められるのである。

　本稿では，経営者の意図的行為が経営哲学に依存するとともに，組織能力に

依存して同定化されることが理論的に明らかにされたが，組織能力を生かすた

めの経営者の意図的行為のあり方については議論が不十分である。この点につ
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いて探求することが今後の課題といえるのである。

注⑴　経営哲学の根本原理として厚東（2013）は生産性原理と社会性原理を挙げて，そのあり方につ
いて詳細な議論を展開している。これは，ウェーバーの形式的合理性と実質的合理性，ポーター
の経済的価値と社会的価値を含んだ捉え方といえる。
⑵　ケイパビリティは，機能面から，コア・ケイパビリティ（CC），オペレーショナル・ケイパビ
リティ（OC），ダイナミック・ケイパビリティ（DC）に分けることも可能である。CCは，組織
活動に欠くことのできない基本的な能力であり，OCは，現時点の定常的な目的遂行活動を実現
できる能力である。DCは，環境変化に即応する能力を主張するもので，組織が資源ベースを意
図的に創造・拡大・修正する能力を意味する。したがってDCは，企業組織にとって，変化の必
要性と機会を識別し，これらに対する反応と行動の実行に関わるものといえる。
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